
 

 

 令和 3 年度 給与・定員管理等について 

 

 

1 総括 

（1）人件費の状況 

（2）職員給与費の状況 

 

 

2 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（2）職員の初任給の状況 

 

 

3 一般行政職の級別職員数等の状況 

（1）一般行政職の級別職員数の状況 

（2）昇給への人事評価の活用状況 

 

 

4 職員の手当の状況 

（1）期末手当・勤勉手当 

（2）退職手当 

（3）地域手当 

（4）特殊勤務手当 

（5）時間外勤務手当 

（6）その他の手当 

 

 

5 特別職の報酬等の状況 

 

 

6 職員数の状況 

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由 

（2）年齢別職員構成の状況 

（3）職員数の推移



 

 

1 総括 

 

（1）人件費の状況（令和2年度会計決算） 

区分 
歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考)令和元年度

の人件費率 

令和2年度 5億7,895万5千円 3,909万4千円 1億1,124万1千円 19.2％ 17.2％ 

 

 

（2）職員給与費の状況（令和2年度会計決算） 

区分 職員数 Ａ 
給与費 （参考）Ｂ／Ａ 

一人当たり給与費 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

令和2年度 11人 3,871万1千円 791万6千円 1,570万円 6,232万7千円 566万円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

（注）２ 職員数は令和2年4月1日現在の人数です。 

（注）３ 職員数は派遣職員を除いています。 

 

 

2 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在） 

一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

岳南排水路管理組合 36.8歳 294,800円 344,391円 323,300円 

富士市（管理市） 42.8歳 336,100円 428,267円 367,596円 

静岡県 42.7歳 332,597円 433,316円 370,306円 

国 43.0歳 325,827円 － 407,153円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、令和3年4月1日現在における職員の基本給の平均です。 

（注）２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの 

すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を 

除いたもの）で算出しています。 

 

 

（2）職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在） 

区分 岳南排水路管理組合 富士市（管理市） 静岡県 国 

一般行政職 大学卒 188,700円 188,700円 192,266円 182,200円 

 

 

 

 

 



 

 

3 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

（1）一般行政職の級別職員数の状況（令和3年4月1日現在） 

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

合計 標準的な 

職務内容 

主事補 

技師補 

主事 

技師 

上席主事 

上席技師 
主査 係長 

課長 

参事補 

局長 

参事 

職員数 0人 3人 3人 3人 1人 1人 0人 11人 

構成比 0.0％ 27.3％ 27.3％ 27.3％ 9.1％ 9.1％ 0.0％ 100％ 

（注）１ 岳南排水路管理組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

（注）２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

（注）３ 派遣職員を除いています。 

（注）４ 構成比について、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と合わない場合もあります。 

 

 

 

 (2) 昇給への人事評価の活用状況 

令和3年4月2日から令和4年4月1日までにおける運用 管理職員 一般職員 

イ. 人事評価を活用している 〇 〇 

活用している昇給区分 昇給可能な区分 昇給可能な区分 

上位、標準、下位の区分 〇 〇 

上位、標準の区分   

標準、下位の区分   

標準の区分のみ（一律）   

ロ. 人事評価を活用していない   

活用予定時期   

 

 



 

 

4 職員の手当の状況 

 

（1）期末手当・勤勉手当 

岳南排水路管理組合 富士市（管理市） 静岡県 国 

1人当たり平均支給額 

（令和2年度） 

1,427千円 

1人当たり平均支給額 

（令和2年度） 

1,543千円 

１人当たり平均支給額 

（令和2年度） 

1,649千円 

－ 

（令和2年度支給割合） （令和2年度支給割合） （令和2年度支給割合） （令和2年度支給割合） 

期末手当 

2.55月分 

（1.45月分） 

勤勉手当 

1.90月分 

（0.90月分） 

期末手当 

 2.55月分

（1.45月分） 

勤勉手当 

 1.90月分 

（0.90月分） 

期末手当 

2.55月分 

（1.45月分） 

勤勉手当 

1.90月分 

（0.90月分） 

期末手当 

 2.55月分 

（1.45月分） 

勤勉手当  

1.90月分 

（0.90月分） 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～20％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算  5～20％ 

管理職加算 20～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算  5～20％ 

管理職加算 10～25％ 

（注） 支給割合の括弧書は、再任用職員に係る支給割合です。 

〇勤勉手当への人事評価の活用状況 

令和3年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ. 人事評価を活用している 〇 〇 

活用している成績率 支給可能な成績率 支給可能な成績率 

上位、標準、下位の成績率 〇 〇 

上位、標準の成績率   

標準、下位の成績率   

標準の成績率のみ（一律）   

ロ. 人事評価を活用していない   

活用予定時期   

 
 

（2）退職手当（令和3年4月1日現在） 

区分 
岳南排水路管理組合 富士市（管理市） 国 

自己都合 定年前早期・定年 自己都合 定年前早期・定年 自己都合 定年前早期・定年 

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分 

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分 

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分 

 その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～45％加算）  

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

 

 

 

 

 



 

 

（3）地域手当（令和3年4月1日現在） 

支給実績（令和2年度決算） 1,193,757円   

支給職員1人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 108,523円   

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

富士市全域 3％ 11人 3％ 

 
 
（4）特殊勤務手当（令和3年4月1日現在） 

支給実績（令和2年度決算） 0円   

支給職員1人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 0円   

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度） －   

手当の種類（手当数）      4    

手当の名称 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

高所作業手当 
地上10メートル以上又は地下4メートル以上の足場の不安定な

箇所での業務に従事した職員 
日額300円 

下水道作業手当 下水道管きょ内の調査及び清掃作業等に従事した職員 日額300円 

用地買収等交渉手当 公共用地の取得、物件移転補償等の折衝事務に従事した職員 日額300円 

 

災害応急作業等手当 

異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災害が発生し、又

は発生するおそれがある河川の堤防、道路等の現場において巡回

監視、応急作業等に従事した職員 

 

日額500円 

 
 
（5）時間外勤務手当 

支給実績（令和2年度決算） 3,053,083円  

職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 339,231円  

支給実績（令和元年度決算） 5,408,399円  

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 600,933円  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

（6）その他の手当（令和3年4月1日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国の制

度との

異同 

国の制度と異なる内容 

支給実績 

（令和2年度

決算） 

支給職員1人

当たり平均支

給年額（令和

2年度決算） 

扶養手当 

配偶者  6,500円 

子    10,000円 

父母等  6,500円 

満16歳の年度始めから満22歳の

年度末までの子１人につき 

5,000円加算 

同じ 

 

458,000円 152,666円 

住居手当 

借家・借間居住職員（月額 

16,000円を超える家賃を支 

払っている職員）最高28,000円 

同じ 

 

1,305,000円 261,000円 

通勤手当 

＜交通機関等利用者＞ 

最高支給限度額 55,000円 

＜交通用具等使用者＞  

片道2km以上4km 未満 6,500円 

片道4km以上6km 未満 8,300円 

片道6km以上8km 未満10,100円 

片道8km以上10km未満11,800円 

片道10km以上12km未満13,500円 

片道12km以上14km未満15,000円 

片道14km以上16km未満16,700円 

片道16km以上18km未満18,300円 

片道18km以上20km未満20,000円 

片道20km以上25km未満21,600円 

片道25km以上30km未満22,300円 

片道30km以上35km未満23,000円 

片道35km以上40km未満23,700円 

片道40km以上 24,400円 

異なる 

＜交通機関等利用者＞ 

最高支給限度額 ※55,000円 

＜交通用具等使用者＞ 

片道5km未満 2,000円 

片道5km以上10km未満4,100円 

片道10km以上15km未満6,500円 

片道15km以上20km未満8,900円 

片道20km以上25km未満11,300円 

片道25km以上30km未満13,700円 

片道30km以上35km未満16,100円 

片道35km以上40km未満18,500円 

片道40km以上45km未満20,900円 

片道45km以上50km未満21,800円 

片道50km以上55km未満22,700円 

片道55km以上60km未満23,600円 

片道60km以上 24,500円 

最高限度額 75,000円 

併用者（交通機関と交通用具） 

最高支給限度額 ※55,000円 

※新幹線等利用者は20,000円 

限度に加算有 

1,281,440円 116,494円 

管理職 

手当 

局長、課長に支給 

51,900円～66,400円 
異なる 

行政職俸給表（一）適用者 

46,300円～139,300円 
622,800円 622,800円 

休日勤務

手当 

勤務1時間当たりの給与額× 

135/100×勤務時間 

半日、１日振替休日取得の場合は

支給無し 

同じ 

 

2,094円 2,094円 

 

 

 



 

 

5 特別職の報酬等の状況（令和3年4月1日現在） 

 

区  分 年  額 期末手当 

手当 
管理者（富士市長） 95,000円 

なし 
副管理者（富士市副市長） 85,000円 

区  分 日  額 期末手当 

報酬 

議 長 12,000円 

なし 副議長 11,000円 

議 員 10,000円 

 

 

6 職員数の状況 

 

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                          （各年4月1日現在） 

        区分 

部門 

職員数 
対前年増減数 主な増減理由 

令和3年 令和2年 

一般行政 
総務課 6 6 0  

施設課 5 5 0  

合計 
11 

［21］ 

11 

［21］ 

0 

［0］ 
 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり、派遣職員を除いています。 

（注）２ ［   ］内は、条例定数です。 

 

 

（2）年齢別職員構成の状況（令和3年4月1日現在） 

区分 

20歳 

 

未満 

20歳 

｜ 

23歳 

24歳 

｜ 

27歳 

28歳 

｜ 

31歳 

32歳 

｜ 

35歳 

36歳 

｜ 

39歳 

40歳 

｜ 

43歳 

44歳 

｜ 

47歳 

48歳 

｜ 

51歳 

52歳 

｜ 

55歳 

56歳 

｜ 

59歳 

60歳 

 

以上 

 

 計 

 

職員数 0人 0人 0人 3人 3人 1人 2人 1人 1人 0人 0人 0人 11人 

 

 

（3）職員数の推移                                     （単位：人・％） 

   年度 

部門 
平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 過去５年間の増減数（率） 

一般行政 12 12 11 11 11 11 △ 1  （ △8.3% ） 

（注） 各年における給与実態調査において報告した職員数です。 


